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序　　　　　文

　パラグアイ共和国は、水力発電による買電収入と農牧林業など一次産品の輸出が、外貨収入の

90％を占めている。近年農産物の国際価格が著しく低迷し、一方で工業製品の大部分を輸入に

頼っていることから、貿易収支が赤字となっている。政府はその改善策として農産物加工の振興、

繊維製品、工業製品等の品質向上をめざしているが、自国企業の技術レベルが低く、貿易収支を

改善するほどの成果は得られていない。

　このような状況の下で、1995年発足した南米共同市場（メルコスール）において、加盟国は2006年

までに域内関税撤廃の方針が決定され、パラグアイ共和国としてもその対応策として、外貨導入によ

る工業化の推進、国営企業の民営化など、経済の建て直しと活性化を図っている。そのため工場の新

設や老朽化した設備の更新において、必要とされる電子技術分野の専門技術者の需要が高まっている。

　そこで、パラグアイ共和国政府はこうした産業界のニーズに応えるべく、司法労働省職業訓練局

（SNPP）に日本－パラグアイ職業能力促進センター（SPP-PJ）を新設し、電子技術の在職労働者の

向上訓練及び同局傘下の職業訓練指導員を対象とした再訓練を行い、今後更に高度化、多様化する

技術に対応すべく、同分野で豊富な経験を有する我が国に対してプロジェクト方式技術協力を要請

してきた。

　これに対し国際協力事業団では、1997年９月から５年間にわたるプロジェクト方式技術協力を実

施してきた。今般はプロジェクト終了を２か月後に控え、これまでの実績を評価するため、2002年

７月10日から19日まで、国際協力事業団 小泉 純作 専門技術嘱託を団長とする終了時評価調査団を

現地に派遣し、パラグアイ共和国側と合同で活動実績を総括するとともに、プロジェクト目標の達成

度について評価を行った。この評価によれば、プロジェクトはおおむね目標を達成する見込みである

ものの、プロジェクト当初の投入の遅れにより、指導員再訓練コースの開始が遅れたこと、また昨今

産業界において、高度な電子技術のニーズが高まっており、ニーズに合致した向上訓練及び指導員再

訓練コースの開設が必要となっていることから、今後も効果的な支援を可能な範囲で継続すべきであ

るとされている。本報告書は、同調査団の調査及び協議結果をとりまとめたもので、プロジェクト関

係者間での共有、類似プロジェクトへの参考のために広く活用されることを願うものである。

　ここに調査にご協力いただいた外務省、厚生労働省、雇用能力開発機構、在パラグアイ日本大使

館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援を賜るようお

願い申し上げます。

　平成 14 年８月

国際協力事業団
理事　泉　堅二郎











評価調査結果要約表

　本評価調査結果の要約表は、下記のとおりである。

Ⅰ．案件の概要

国　名：パラグアイ共和国 案件名：日本－パラグアイ職業能力促進

　　　　センター（SPP-PJ）

分　野：職業訓練 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：社会開発協力部 社会開発協力第二課

協力期間 1997年９月20日～2002年９月19日 日本側協力機関：厚生労働省、

　　　　　　　　雇用能力開発機構

１．協力の背景と概要

　本プロジェクトは、1995年発足した南米共同市場（メルコスール）に対応すべく、パラグアイ

産業の近代化を図るため、電子技術分野を中心とする技能労働者の育成を目的として、日本－パ

ラグアイ職業能力促進センター（以下、「日パ職業能力促進センター」と記す）（SPP-PJ）を設立

し、電子技術分野（電気・電子・制御・冷凍空調）を中心に質的に改善された職業訓練を提供す

ることを目標に1997年９月に開始された。活動内容は、向上訓練コース及び指導員再訓練コース

の実施、訓練センターの運営管理体制の確立の３つを柱としている。

２．協力内容

（1）上位目標

　　パラグアイの電子技術分野の技能労働者の需要が満たされる。

（2）プロジェクト目標

　　司法労働省職業訓練局（SNPP）がSPP-PJにおいて、電子技術分野（電気、電子、制御、冷

凍空調）を中心に、質的に改善された向上訓練及び指導員再訓練を展開することができるよ

うになる。

（3）成　果

・SPP-PJの運営管理体制が確立される。

・SPP-PJの施設、機材設備が整備される。

・SPP-PJにおいて職業訓練指導員の能力が向上する。

・職業訓練教材（テキスト）が整備される。

・産業界のニーズにあった向上訓練コースの企画と実施ができる。

・指導員の能力開発体制（研修）が確立される。

・広報事業に関係する企画・広報体制が確立される。

（4）投　入（評価時点）

日本側：

　長期専門家派遣　14名　　　機材供与　３億8,600万円



　

　短期専門家派遣　11名　　　研修員受入　15名

　総投入額　11億 7,740万 3,000円

パラグアイ側：

　カウンターパート配置30名　

　機材購入・ローカルコスト負担：64億 6,700万グァラニ（約１億5,000万円）

Ⅱ．評価調査団の概要

調査者

団長・総括 小泉　純作 国際協力事業団 専門技術 嘱託

制御・冷凍空調・訓練管理 志水　正利 厚生労働省 職業能力開発局 海外協力課

電気・電子 丸山　雅滋 雇用能力開発機構 職業能力開発企画部 国際室

国際協力課

協力企画 赤城　里至 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第二課

評価分析 飯塚　謡子 株式会社 日本開発サービス 調査部

調査期間：2002年７月10日～19日 評価種類：終了時評価

Ⅲ．調査結果の概要

１．評価結果の要約

（1）妥当性

　　パラグアイ国家開発計画（1999～2003年）では「経済活性化及び雇用の創出と訓練」が謳

われており、上位目標はパラグアイの開発政策の一環であるといえる。

　　また、南米共同市場（メルコスール）の影響により、高度な電気・電子機器製品の流入が

進むなかで、電気分野における技術者の人材育成の需要は大きく、プロジェクト目標は受益

者のニーズに合致したものであり、当プロジェクトを実施する妥当性は高い。

　　一方、国際協力事業団（JICA）国別事業実施計画においても、援助重点分野のなかで「中

小企業育成のための技術者・経営者の育成」が掲げられており、日本の開発援助方針にも沿っ

たものといえる。

（2）有効性

　　SPP-PJにおいて質的に改善された向上訓練、及び指導員再訓練が実施されるようになって

おり、プロジェクト目標はおおむね達成されている状況である。

　　訓練受講者及び受講者の所属先企業の代表へのアンケート調査からも、その大半が、

SPP-PJが提供する向上訓練、及び指導員再訓練の実施内容に満足しているという結果が得ら

れている。また訓練システムの質においてもカウンターパート（C／P）の能力の面でも、プ

ロジェクト当初に比べ大きく改善が図られている。

　　しかし昨今産業界で増大している情報技術（IT）分野等高度な電子技術のニーズと、

SPP-PJが提供する向上訓練との間に乖離が生じており、より産業界のニーズに合致した訓練

コースの開設が求められている。またプロジェクト前半のパラグアイ側の投入の遅れにより、

指導員再訓練コースは段階的な訓練体系まで構築されておらず、向上訓練同様、高度な電子

技術のニーズに対応したコースをはじめとして、開設の必要なコースが積み残されている状

況である。



（3）効率性

　　日本側の投入としては、専門家の派遣、機材の供与とも適切に投入された。またC／P研

修についても、技術的なレベルの向上だけでなく、日本での職場規律・習慣に接し、品質管

理のノウハウ等習得がなされた。

　　パラグアイ側の投入としては、プロジェクト当初適切な投入が実施されず、施設整備の遅

れ、C／Pの欠員等の問題が生じた。しかしプロジェクト後半において、パラグアイ側の自

助努力によりこれらの問題は解決され、特にC／Pの配置については準C／Pも含め、当初

討議議事録（R／D）において、予定していた４名以上の７名が配置され現在に至っている。

機材の利用状況についても、プロジェクト実施以前の無償供与機材と併せておおむね有効に

活用されている。

（4）インパクト

　　訓練コースの受講者数は、2002年５月末現在7,732名に達している。この数は、2000年

６月末時点の1,491名に比べ大幅に増加しており、アスンシオン首都圏の第二次産業労働者に

占める向上訓練受講者数の割合は、16.9％に達し、引き続き正のインパクトが期待される。一

方訓練受講者の技術向上により、受講者は同僚への指導者の役割も担っており、プロジェク

トの波及効果が認められる。しかし向上訓練、指導員再訓練ともに提供する訓練内容と、産

業界が求める最新の電子技術のニーズとの間に乖離が生じており、今後ニーズに合致した訓

練の提供が必要とされている。また地方センターでの向上訓練実施のニーズも高まっている

ことから、今後地方センターへの普及拡大も必要とされる。

（5）自立発展性

　（制度的側面）

　　SNPPは機構改革を実施し、事務部門を中心に職員数を半分以下に削減することにより、効

率化を図っており、政府及びSNPPからプロジェクトへの制度的な支援は十分に認められて

いる。一方、今後SPP-PJをはじめとするSNPPの自立発展をめざしていくためには、地方支

局も含めたインストラクター等技術部門について、質量とも更に強化していく必要がある。

　（財政的側面）

　　プロジェクト前半においては、パラグアイ側の投入が適切に実施されなかった。しかしプ

ロジェクト後半ではSNPPの厳しい財政状況にもかかわらず、プロジェクトへの財政的支援

が円滑に行われた。また、給与所得者の１％から徴収される労働税を原資とした特別予算が

確保されていることから、財政的側面においても自立発展が期待される。

　（技術的側面）

　　日本側供与機材は、良好な状態で維持管理されており、適切に使用されている。またC／P

は機材を保守管理、及び向上訓練を実施し、教材を開発するための基本的な能力を有してい

る。しかし指導員再訓練については、その開始が遅れ、C／Pへの技術移転が十分に行われ

ていない。一方コンピューターが、上位目標にある電子技術分野で求められている仕様を満

足しておらず、この点については、SPP-PJを他のSNPP傘下のセンターの拠点として発展さ

せるためにも、必要な機材の供与が求められる。



２．阻害・貢献要因の総合的検証

（1）効果発現に貢献した要因

1）　計画内容に関すること

　　プロジェクト前半におけるパラグアイ側の投入不足・遅延は、中間評価調査以降のプロ

ジェクト後半において、パラグアイ側の自助努力によりほぼ解決された。また、当初充足

されていなかったC／Pの配置についても、R／Dに記載されていた４名を上回る７名が

配置され、その結果向上訓練が円滑に実施され、指導員再訓練を本格的に開始することが

可能となった。

2）　実施プロセスに関すること

　　日本人専門家のプロジェクトに対する熱意が高かったこと、C／Pの定着率が高かった

こと、また日本人専門家とC／P双方の努力により、コミュニケーションが非常に良好で

あったことが活動を促進したといえる。

（2）問題点及び問題を惹起した要因

・計画内容に関すること

　　プロジェクト立ち上げ当初においては、パラグアイ側の緊縮財政により、センターの施

設改修工事及びC／Pの配置が遅れ、またSNPPの財源である労働税の配賦が滞ったため

地方支局職員への給与が支給されず、地方支局の活動が一時停滞したことから、指導員再

訓練の開始が遅れた。

３．結　論

　SPP-PJでは、質的に改善された向上訓練、及び指導員再訓練が実施されるようになっており、

プロジェクト目標はおおむね達成されている状況である。プロジェクト前半においては、パラグ

アイ側の投入不足及び遅延が生じたが、後半はプロジェクトへの財政的支援が円滑に行われ、実

習棟の整備や増築、C／Pの補充等が図られた結果、投入の遅れについては、パラグアイ側の自

助努力によりほぼ解決しており、向上訓練コースの受講者数は大幅に増加した。一方、指導員再

訓練については、前述のパラグアイ側の投入の遅れにより、プロジェクト後半より本格的に開始

されるようになったため、終了時点においても開設の必要なコースが残されており、今後パラグ

アイ側への更なる技術移転が必要とされている。

　なおセンターが提供する向上訓練コースのカリキュラム内容と、昨今産業界で増大している高

度な電子技術のニーズとの間に乖離が生じており、ニーズに合致した向上訓練コース及び指導員

再訓練コースの開設が求められている。また電子技術分野の指導員の技術向上のため、他のセン

ターでの向上訓練の実施が求められている。

　制度面においては、SNPPは機構改革を実施し、事務部門を中心に職員数を半分以下に削減する

ことにより、効率化を図っており、政府及びSNPPからプロジェクトへの制度的な支援は十分に

認められている。しかし、今後SNPPの自立発展をめざしていくためには、技術部門を質、量と

も更に強化していく必要がある。



４．提　言

　プロジェクトの自立発展のため、日本側とパラグアイ側は、以下の事項が強化されることを双

方で合意した。

（指導員再訓練）

　指導員再訓練の開始が計画より遅れており、産業界において増大している高度な電子技術に対

応したコースを計画、開発、及び実施することが必要である。

（向上訓練）

　産業界の電子技術分野のニーズを反映した向上訓練の実施が求められている。今後は、アスン

シオン以外の地域における指導員のレベル向上を図るため、他の訓練センターにおける向上訓練

コースの実施が求められる。

５．教　訓

　在職者を対象とした訓練コースの開設にあたっては、受講者が長期間職場を離れることは難

しいので、短期間で効果の得られる訓練形態（モジュールコース）を設定する必要がある。

　プロジェクトの活動計画については、上位目標の達成に向けて、R／Dの枠組みのなかで電

子技術分野のニーズに合致するよう適宜見直していくことが必要である。また産業界のニーズ

については、できる限り多くの企業をC／Pとともに訪問し、これから近い将来の訓練ニーズ

について、インタビュー調査等を実施することにより把握することが有効である（本プロジェ

クトでは４分野合計110社にも及ぶインタビュー調査を実施した）。

　訓練体系図の作成は、技術移転及び訓練コースの改変、また自己啓発を図る訓練生や産業界

の人事部門の関係者にとっても有効である。
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第１章　終了時評価調査団の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ」と記す）は近年農産物の国際価格が著しく低迷し、一

方で工業製品の大部分を輸入に頼っていることから、貿易収支が赤字となっている。政府は改善

策として、農産物加工の振興、繊維製品、工業製品等の品質向上をめざしているが、自国企業の

技術レベルには向上の余地が残されており、貿易収支を改善するほどの成果は得られていない。

　このような状況のなかで、1995年発足した南米共同市場（メルコスール）において、加盟国は

2006年までに域内関税撤廃の方針が決定され、同国もその対応策として外貨導入による工業化の

推進等経済の建て直しと活性化を図っている。そのため工場の新設や、老朽化した設備の更新に

おいて、必要とされる電子技術分野の専門技術者の需要が高まっている。

　そこで同国政府は、こうした産業界のニーズに応えるべく、司法労働省職業訓練局（SNPP）に

日パ職業能力促進センター（SPP-PJ）を新設し、電子技術の在職労働者の向上訓練及び同局傘下

の職業訓練指導員を対象とした再訓練を行い、今後更に高度化、多様化する技術に対応すべく、

同分野で豊富な経験を有する我が国に対し、プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　要請に基づき、国際協力事業団（JICA）は事前調査団（1996 年６月）、長期調査団（1996 年

11 月）を派遣して要請背景の調査や協力内容についての協議を行ったうえで、1997 年７月に実

施協議調査団を派遣し、討議議事録（R／ D）の署名・交換を行った。

　1997 年９月 20日より５年間の協力をもって、訓練管理、電気、電子、制御、冷凍空調の５分

野においてプロジェクト方式技術協力「日本－パラグアイ職業能力促進センター」が開始された。

　今回の調査では、プロジェクトの活動、成果について人的、物的投入がどの程度成果に変換さ

れたかについての整理、評価する。またプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法

を用い、実施の効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性の評価５項目の観点から、

プロジェクト成果の達成度を評価する。
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担当分野

団　長

制御、冷凍空調、

訓練管理

電気、電子

協力企画

評価分析

氏　名

小泉　純作

志水　正利

丸山　雅滋

赤城　里至

飯塚　謡子

所　　属　　先

国際協力事業団 専門技術 嘱託

厚生労働省 職業能力開発局 海外協力課

海外訓練協力官

雇用能力開発機構 職業能力開発企画部 国際室

国際協力課専門役

国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第

二課

株式会社 日本開発サービス 調査部

（2）調査日程

　　2002 年７月９日～ 21 日（コンサルタント団員は 2002 年７月３日～ 21 日）

　　調査日程及び主要面談者は付属資料１．、２．のとおり。

１－３　対象プロジェクトの概要

（1）協力期間：1997 年９月 20 日～ 2002 年９月 19 日（５年間）

（2）相手国実施機関：司法労働省職業訓練局（SNPP）

（3）目　標

1）　上位目標

　　パラグアイの電子技術分野の技能労働者の需要が満たされる。

2）　プロジェクト目標

　　SNPP が SPP-PJ において電子技術分野（電気、電子、制御、冷凍空調）を中心に、質的に

改善された向上訓練、及び指導員再訓練を展開できるようになる。

（4）成　果

・SPP-PJ の運営管理体制が確立される。

・SPP-PJ の施設、機材設備が整備される。

・SPP-PJ において職業訓練指導員の能力が向上する。

・職業訓練教材（テキスト）が整備される。

・産業界のニーズにあった向上訓練コースの企画と実施ができる。

１－２　調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成
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・指導員の能力開発体制（研修）が確立される。

・広報事業に関係する企画・広報体制が確立される。
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第２章　終了時評価の方法

　本終了時評価調査においては、協力の終了時にプロジェクト目標の達成度など実績を確認した

うえで、評価５項目（「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」）の観点からプ

ロジェクトを評価するもので、JICAの協力が終了可能か、あるいは協力延長などのフォローアッ

プを行う必要があるかどうかを判断することを主たる目的としている。JICAプロジェクトはプロ

ジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法を用いて運営されており、終了時評価におい

てのその手法を活用している。

　プロジェクト評価手法の流れは、①プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づい

た評価デザインの検討、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」「有

効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」という５つの評価の観点（評価５項目）からのデー

タ収集、分析、④分析結果に基づく総合判定（結論）、⑤評価結果の提示（提言・教訓の導出及

び報告）、⑥活用（結果の公開、フィードバック）という流れからなっている。

２－１　PDMe

　討議議事録（R／D）の際に作成したPDMoについて、パラグアイ側とも合意のうえ、以下の

項目を変更し、評価用PDM（PDMe）とした（PDMoは付属資料５．、評価用PDMは付属資料６．

参照）。

（1）プロジェクトの目標

変更内容：

　　PDMでは「司法労働省職業訓練局（SNPP）が日パ職業能力促進センター（SPP-PJ）にお

いて電子技術分野（電気・電子・制御・冷凍空調）を中心に、質的に改善した職業訓練を提

供できるようにする」を表記されているところを、PDMeでは、「職業訓練局がセンターにお

いて電子技術分野（電気・電子・制御・冷凍空調）を中心に、質的に改善された向上訓練、

及び指導員再訓練を展開することができるようになる」に変更した。

変更理由：

　　PDMで「職業訓練」となっていたのを PDMeでは、「向上訓練及び指導員再訓練」とする

ことでより明確化した。

（2）プロジェクトの成果１

変更内容：

　　PDMの「プロジェクトの活動」において、「４．（2）教材を開発する」とあったのを削除
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し、PDMeの「プロジェクトの成果」において、「４．職業訓練教材（テキスト）が整備され

る」に変えた。

変更理由：

　　カウンターパート（C／ P）に教材作成についての助言・指導を行った「活動」の結果と

しての「成果」と捉えるほうが適切と考え、「成果」に追加した。

（3）プロジェクトの成果２

変更内容：

　　PDMにおける「４．適切な電子技術分野の訓練コースが実施される」は、PDMe では、

「５．産業界のニーズにあった向上訓練コースの企画と実施ができる」に変更された。

変更理由：

　　PDM では「適切な…」というあいまいな表現であったのをより明確化した。

（4）その他

　　上記（2）、（3）以外の「プロジェクトの成果」「プロジェクトの活動」「指標」「指標入手手

段」及び「投入」についても表現を更に明確にした。一方「上位目標」の「外部条件」をつけ

加えることにより、プロジェクトによる効果が持続していくための条件を記載した。

２－２　主な調査項目と情報・データ収集方法

　調査項目の選定は、PDMeに沿って作成した評価グリッドにより、実績、実施プロセス、評価

５項目について評価項目の検討を行った。実績は上位目標、プロジェクト目標、成果及び投入の

達成状況について詳細の確認を行った。また実施プロセスについては、プロジェクト活動の進捗

やモニタリングの実施状況、日本人専門家とパラグアイC／ Pの関係性を中心に調査を行った。

評価５項目については妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性のそれぞれの項目を検

討し、特に５年間の活動の終了を控えている観点から調査項目を設定した。評価に用いた評価グ

リッドは付属資料７．に示すとおりである。
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第
３
章
　
調
査
結
果

３
－
１
　
実
績
の
確
認
及
び
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
把
握

プロジェクトの要約

Narrative Summary

上位目標

Overall Goal

パラグアイの電子技術分

野の技能労働者の需要が

満たされる。

プロジェクト目標

Project Purpose

司法労働省職業訓練局

（SNPP）が日パ職業能力

促進センター（SPP-PJ）

において電子技術分野

（電気・電子・制御・冷凍

空調）を中心に、質的に

改善された向上訓練及び

指導員再訓練を展開する

ことができるようにな

る。

プロジェクトの成果

Outputs

１．SPP-PJの運営管理

体制が確立される。

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

SNPPが電子技術分野を中心と

する質的に改善（訓練システ

ムの質、指導員の質、訓練コー

スの質）された技能向上訓練

を提供することができる。

１－１　2002 年までにカウン

ターパート（C／P）の数が

増加する。

実　　績

Achievements

A．分野別訓練体系図が開発された。

B．ローカルコンサルタントが実施し

た。SPP-PJ受講修了者の所属してい

る企業へのアンケート調査による

と、98％の企業主及び修了者が、

SPP-PJの提供するコースに満足して

いると回答している。また、93.4％

はコースの継続を希望している。

C．調査団による向上訓練と指導員再

訓練受講生へのインタビューでは、

訓練コースがスキル向上に役立っ

ているとの回答を得た。

１－１　1998年４月から2002年５月ま

でに、30名のC／Pが配置された。各

分野へのC／P配置人数は以下のとお

り。

・電　気 ７名

・電　子 ７名

・制　御 ７名

・冷凍・空調 ７名

・訓練管理 ２名

外部条件

Important Assumptions

パラグアイの国家計画

のなかに、引き続き職

業訓練の重要性が明示

される。

電気・電子技術労働者

の企業ニーズが継続的

に存在する。

・司法労働省及び職業

訓練局の支援が継続

して行われる。

・SNPP訓練施設、機材

が近代化する。

・訓練を受けた指導員

や運営スタッフが

SPP-PJに定着する。
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実　　績

Achievements

討議議事録（R／ D）で示された必要

C／P数は各分野４名であった。C／P

数は2002年までに増員された。

１－２　

A．SPP-PJ職務マニュアルが2002年

に整備された。

B．各モジュールについて、四半期訓

練実施計画に基づき、モニタリ

ングが行われた。

２．2002年５月時点における施設・機材

の整備状況は次のとおりである。

A．施　設：

改修された施設は以下のとおり。

中間評価で指摘された第２、第

４実習棟の改修は、終了し現在

使用中である。また新たに新築

棟屋が建設されやはり使用中で

ある。

・本　館

・第１実習棟

・第２実習棟

・第３実習棟

・第４実習棟

・新築棟屋

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

１－２　プロジェクト開始時

に比べて、意思決定とモニ

タリングシステムが改善さ

れる。

２．2002年において、整備され

た施設・設備数がプロジェ

クト開始時の計画数に達し

ている。

外部条件

Important Assumptions

・SPP-PJの運営予算が

毎年継続的に確保さ

れる。

プロジェクトの要約

Narrative Summary

２．SPP-PJの施設、機材

設備が整備される。
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外部条件

Important Assumptions

実　　績

Achievements

B．機　材：

2002 年５月時点でSNPP により

整備された設備は次のとおりで

あった。

・高架貯水槽揚水ポンプ

・大型高圧変圧器

・電気配線設備

・手形検知式出退勤タイムレ

コーダ

・インターネット回線及び

ホームページ開設

３．日本人専門家やC／ Pへのインタ

ビューによると、C／Pの能力は技術

移転により大幅に向上した。しかし、

産業界の最新ニーズを反映した教材・

カリキュラム開発、訓練体系図の作

成において、技術移転が不十分であ

るコースがある。

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

３．2002年までにC／Pの能力

（専門技術能力、機械操作・

保守能力、指導技法能力、授

業準備能力、訓練評価能力、

教材開発能力、カリキュラ

ム開発能力）が向上する。

プロジェクトの要約

Narrative Summary

３．SPP-PJにおいて職業

訓練指導員の能力が向

上する。
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外部条件

Important Assumptions

実　　績

Achievements

４．以下は開発された教材数である。

A．向上訓練において開発された教

材数

B．指導員再訓練において開発され

た教材数

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

４．職業訓練体系図に基づく

コース実施に必要な職業訓

練用教材（テキスト等）が

100％作成される。

プロジェクトの要約

Narrative Summary

４．職業訓練教材（テキ

スト）が整備される。

計　画

（1997年～

2002年９月）

27

36

27

21

111

実　績

（1997年～

2002年５月）

27

26

26

21

100

電　気

電　子

制　御

冷凍・空調

合　計

計　画

（1997年～

2002年９月）

11

７

４

４

６

32

実　績

（1997年～

2002年５月）

４

５

２

３

６

20

電　気

電　子

制　御

冷凍・空調

訓練管理

合　計
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外部条件

Important Assumptions

実　　績

Achievements

５－１　2001 年にローカルコンサルタ

ントにより実施された修了生及び企

業主に対するアンケート調査による

と、修了生・企業主の98％がSPP-PJ

のコースに満足しており、93.4％が

コースの継続を希望している。

５－２　向上訓練コース実績

　A．向上訓練モジュール数

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

５－１　2002年度までに修了

者・企業によるコースに対

する満足度の割合が増加す

る。

５－２　2002年度までに向上

訓練コースが100％開講され

る。

プロジェクトの要約

Narrative Summary

５．産業界のニーズに

あった向上訓練コース

の企画と実施ができ

る。

計　画

（1997年～

2002年９月）

27

36

27

21

111

実　績

（1997年～

2002年５月）

27

26

26

21

100

電　気

電　子

制　御

冷凍・空調

合　計
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外部条件

Important Assumptions

実　　績

Achievements

B．向上訓練モジュール数（地方都

市）

５－３　2001 年にローカルコンサルタ

ントにより実施されたSPP-PJコース

修了生の所属する企業に対するアン

ケート調査によると、82.4％の修了生

が品質管理において改善したと回答

している。一方、80.0％は工程管理に

おいて、また73.3％は原価管理が向上

したと答えている。

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

５－３　向上訓練コース受講

者の所属する企業において

生産管理技術（品質、工程、

原価等）が向上する。

プロジェクトの要約

Narrative Summary

計　画

（1997年～

2002年９月）

11

７

４

４

26

実　績

（1997年～

2002年５月）

４

０

２

６

12

電　気

電　子

制　御

冷凍・空調

合　計



－
12
－

外部条件

Important Assumptions

実　　績

Achievements

６－１　指導員再訓練モジュール数

６－２　日本人専門家及び指導員再訓練

コース受講修了者へのインタビュー

によると、受講修了者の能力は大幅

に改善した。

７．A．SNPPホームページが構築され、

SNPPホームページ委員会規定が

作成された。

　　B．SPP-PJにおいて、街頭における

パンフレット配布、SPP-J 掲示

板、新聞等を通じて広報活動が

実施された。

　　C．職務マニュアル整備後、広報担

当の人材は０人から３人に増員

された。

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

６－１　2002年までに指導員

の指導技術・専門技術向上

に必要とされる再訓練コー

スが100％開講される。

６－２　再訓練コースにおい

て、指導員の能力が向上す

る。

７．2002年までにSPP-PJにお

いて、広報事業にかかわる

人員の人数が増える。

プロジェクトの要約

Narrative Summary

６．指導員の能力開発体

制（研修）が確立され

る。

７．広報事業に関係する

企画・広報体制が確立

される。

計　画

（1997年～

2002年９月）

11

７

４

４

６

32

実　績

（1997年～

2002年５月）

４

５

２

２

６

19

電　気

電　子

制　御

冷凍・空調

訓練管理

合　計
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プロジェクトの要約

Narrative Summary

プロジェクトの活動

Activities

１－１　管理者・指導

員・事務職員を配置す

る。

１－２　SPP-PJの運営・

管理について指導助言

を行う。

１－３　訓練実施計画

（向上訓練、指導員再

訓練の年間実施計画、

訓練体系図、各四半期

の技術移転計画等）を

策定し、管理する。

２－１　施設、機材設備

の整備計画を策定し、

実施する。

２－２　調達機材の据え

付け・試運転を行う。

２－３　設備・機材の操

作及び保守管理につい

て指導助言を行う。

外部条件

Important Assumptions

・日本－パラグアイ技

術協力協定が順守さ

れる。

　技術移転需要能力の

あるC／Pが必要数

配置される。

前提条件

（Pre-conditions）

・SPP-PJ 施設がスケ

ジュールどおりに増

改築される。

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

実　　績

Achievements

投入（2002年５月時点）

【パラグアイ側】

●人　材

　プロジェクト・マネージャー １名

　プロジェクト・コーディネーター １名

　指導員（C／P） 30名

　事務職員、秘書、その他

●施　設

　執務室、講義室、実習場、その他

●ローカルコスト（単位：100万グァラニ）

年 予　算

1997 1, 745

1998 976

1999 1, 709

2000 650

2001 805

2002 582

合　計 6, 467

注１：2002年度の数値は、暫定予算額を

示す。

注２：特別人件費には、1997 年度を除

き、通常の職員給与額は計上されて

いない。
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外部条件

Important Assumptions

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

プロジェクトの要約

Narrative Summary

３－１　向上訓練コース

の技術内容について

指導助言を行う。

３－２　C／P本邦研修

（含む第三国研修）を

実施する。

４－１　教材の作成と改

善について指導助言を

行う。

５－１　企業のニーズ調

査、修了者追跡調査等

を実施し、その調査結

果に基づき、訓練体系

図、技術移転計画等を

適宜更新する。

５－２　向上訓練コース

を実施する。

６－１　指導員再訓練

コースの技術内容につ

いて指導助言を行う。

６－２　指導員再訓練

コースを実施する。

６－３　再訓練終了指導

員のフォローアップを

行う。

実　　績

Achievements

【日本側】

●長期専門家：

　チーフアドバイザー ０名（２名）

　調整員 ０名（２名）

　電　気 ０名（２名）

　電　子 １名（２名）

　制　御 １名（２名）

　冷凍・空調 １名（２名）

　訓練管理 ０名（１名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

●短期専門家：８名（11名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

●機材供与（単位：千円）

年 金　額

1997～ 1998 155,105

1998～ 1999 130,198

1999～ 2000 64,005

2000～ 2001 25,321

2001～ 2002 7,787

2002～ 2003 3,600

合　計 386,016

注：2002～2003年における供与機材費

は、暫定予算額を示す。
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外部条件

Important Assumptions

指　　標

Objectively Verifiable Indicators

プロジェクトの要約

Narrative Summary

７－１　能力開発事業の

啓発、普及活動を行う

ことにより広く事業の

周知を図る。

７－２　SNPP地方支局

の事業強化について、

指導助言を行う。

実　　績

Achievements

●C／ P研修 ５名（15名）

●現地業務費（単位千円）

年 金　額

1997～ 1998 1,106

1998～ 1999 7,956

1999～ 2000 9,706

2000～ 2001 6,928

2001～ 2002 6,490

2002～ 2003 3,300

合　計 35,486

注：2002～2003年における現地業務費

は、暫定予算額を示す。



－ 16 －

３－２　訓練活動の計画達成度

３－２－１　訓練管理分野

１．投入実績

２．活動実績

３．成果の達成状況

４．プロジェクト目標の

達成状況

（日本側）

●長期専門家：１名（計２名）

●短期専門家：１名（計１名）

●C／P研修：１名（計３名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

（パラグアイ側）

●C／P配置：０名（計２名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

●指導員用の訓練管理マニュアルを作成した。

●長期専門家及び訓練管理の短期専門家による技術移転が行われ

た。

●指導員再訓練の指導技法分野に係る５種類の教材を作成した。

●指導員再訓練の指導技法分野に係る訓練を実施した。

●これまでに147名（指導員再訓練）が訓練を受けた。

●指導員再訓練用「研修実施要領」「指導員再訓練受講者選考及び

終了基準」「研修者選考規定」を作成した。

●コーディネーター会議を設置した。

●指導員再訓練に係る全分野、全コースのカリキュラム・教材の校

正を実施した。

●広報用資料の校正を実施した。

●次年度の訓練実施計画の総括を行った。

●インストラクター２名が指導にあたっている。

●訓練管理マニュアルに沿って、各分野適切な運営が実施されてい

る。

●指導員再訓練の受講者の募集、選考が適切に行われている。

●受講者の募集等、広報活動が行われている。

●適切なカリキュラム・教材が作成されている。

●指導技法に係る適切な訓練が実施されている。

●適切な訓練管理が実施されている。

●適切な啓発・普及活動が行われている。

●受講者の受付業務等効率化が望まれる。
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３－２－２　電気分野

１．投入実績

２．活動実績

３．成果の達成状況

４．プロジェクト目標の

達成状況

（日本側）

●長期専門家：１名（計２名）

●短期専門家：２名（計３名）

●C／P研修：１名（計３名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

（パラグアイ側）

●C／P配置：３名（計７名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

●向上訓練、指導員再訓練の訓練実施計画（年間実施計画、訓練体

系図等）を策定した。

●これまでに32カリキュラム（向上訓練27コース、指導員再訓練

５コース）を作成した。

●供与機材の操作及び保守管理についての技術移転を行った。

●長期専門家及び電気設計製図、モーター制御、パワーエレクトロ

ニクスの短期専門家による実習機器の技術移転を行った。

●本邦において制御技術、電気工学、電気技術のC／P研修を実施

した。

●これまで訓練用教科書33種（向上訓練28種、指導員再訓練５種）

を作成した。

●インストラクター７名が指導にあたった。

●これまでに1,894名〔向上訓練1,748名（地方展開91名含む）〕、

指導員再訓練146名（電気・電子・制御融合コース）が訓練を受

けた。

●訓練計画に基づいて職業訓練が実施されている。

●企業ニーズによりカリキュラムの見直しが適宜行われている。

●機器の保守・管理は十分行われており、軽微な故障の修理ができ

る。

●技術移転はひととおり終えている。

●教材の整備は向上訓練では、全ての科目で作成を終えているが、

指導員再訓練では、まだ多くの科目が作成されていない。

●向上訓練は当初の予定に基づき、おおむね順調に技術移転が行わ

れ、訓練を展開できるようになった。なお近年の電子分野におけ

る技術の急激な進展により、現在の産業ニーズに合致した訓練

コースの開発及び実施が望まれる。

●指導員再訓練は、３分野融合コースの実施の結果、新たに構築し

た体系に基づく訓練は、一部のみの実施となっており、すべての

訓練コースの開発及び実施が望まれる。
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３－２－３　電子分野

１．投入実績

２．活動実績

３．成果の達成状況

４．プロジェクト目標の

達成状況

（日本側）

●長期専門家：１名（計２名）

●短期専門家：２名（計３名）

●C／P研修：１名（計２名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

（パラグアイ側）

●C／P配置：４名（計７名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

●向上訓練、指導員再訓練の訓練実施計画（年間実施計画、訓練体

系図等）を策定した。

●これまでに41カリキュラム（向上訓練36コース、指導員再訓練

５コース）を作成した。

●供与機材の操作及び保守管理についての技術移転を行った。

●長期専門家及び情報処理技術デジタル設計回路の短期専門家によ

る技術移転を行った。

●本邦において電子計測、電子技術のC／P研修を実施した。

●これまで訓練用教科書37種（向上訓練32種、指導員再訓練５種）

を作成した。

●インストラクター７名が指導にあたっている。

●これまでに1,730名〔向上訓練1,584名、指導員再訓練146名（電

気・電子・制御融合コース）〕が訓練を受けた。

●訓練計画に基づいて職業訓練が実施されている。ただし一部の訓

練コースの開発、及び訓練の実施がなされていない。

●企業ニーズによりカリキュラムの見直しが適宜行われている。

●機器の保守・管理は十分行われており、軽微な故障の修理ができ

る。

●技術移転はプロジェクト終了時までには終える予定。

●教材の整備は向上訓練では一部のコースを除き作成を終えている

が、指導員再訓練では、まだ多くの科目が作成されていない。

●向上訓練は、当初の予定に基づきおおむね順調に技術移転が行わ

れ、ノイズ対策など一部の訓練コースの技術移転は終わっていな

いものの、プロジェクト終了時には訓練を展開できるようになる

予定。なお、近年の電子分野における技術の急激な進展により、現

在の産業ニーズに合致した訓練コースの開発及び実施が望まれる。

●指導員再訓練は、３分野融合コースの実施の結果、新たに構築し

た体系に基づく訓練は、一部のみの実施となっており、すべての

訓練コースの開発及び実施が望まれる。
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３－２－４　制御分野

１．投入実績

２．活動実績

３．成果の達成状況

４．プロジェクト目標の

達成状況

（日本側）

●長期専門家：１名（計２名）

●短期専門家：２名

●C／P研修：１名（計３名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

（パラグアイ側）

●C／P配置：４名（計７名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

●向上訓練、指導員再訓練の訓練実施計画（年間実施計画、訓練体

系図等）を策定した。

●これまでに32カリキュラム（向上訓練27コース、指導員再訓練

５コース（電気・電子・制御融合コース）を策定した。

●供与機材の操作及び保守管理についての技術移転を行った。

●長期専門家、マイクロコンピューター・ハードウェア及び周辺装

置の短期専門家による実習機器の訓練が行われた。

●本邦において制御技術のC／P研修を実施した。

●これまで訓練用教科書31種（向上訓練26種、指導員再訓練５種

（電気・電子・制御融合コース）を作成した。

●インストラクター７名が指導にあたっている。

●これまでに1,516名〔向上訓練1.370名（地方展開23名含む）〕、

指導員再訓練146名（電気・電子・制御融合コース）が訓練を受

けた。

●インストラクター７名が指導にあたった。

●職業訓練実施計画に基づき、職業訓練が実施されている。ただし

一部の訓練コースの開発及び訓練の実施がなされていない。

●企業ニーズによりカリキュラムの見直しが適宜行われている。

●機器の保守・管理は十分行われており、故障している機材が一部

あるものの、修復の予定である。

●技術移転はひととおり終了している。

●教材の整備は向上訓練では、一部のコースを除き作成を終えてい

るが、指導員再訓練では、まだ多くの科目が作成されていない。

●向上訓練は、当初の予定に基づきおおむね順調に技術移転が行わ

れ、訓練の展開ができるようになった。なお、近年の電子分野に

おける技術の急激な進展により、現在の産業ニーズに合致した訓

練コースの開発及び実施が望まれる。

●指導員再訓練は、３分野融合コースの実施の結果、新たに構築し

た体系に基づく訓練は一部のみの実施となっており、すべての訓

練コースの開発及び実施が望まれる。
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３－２－５　冷凍空調分野

１．投入実績

２．活動実績

３．成果の達成状況

４．プロジェクト目標の

達成状況

（日本側）

●長期専門家：１名（計２名）

●短期専門家：０名（計１名）

●C／P研修：２名（計３名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

（パラグアイ側）

●C／P配置：４名（計７名）

　（人数は中間評価調査以降、括弧内は総数）

●向上訓練、指導員再訓練の訓練実施計画（年間実施計画、訓練体

系図等）を策定した。

●これまでに23カリキュラム（向上訓練21コース、指導員再訓練

２コース）を策定した。

●供与機材の操作及び保守管理についての技術移転を行った。

●長期専門家及び冷凍空調技術の短期専門家による実習機器の訓練

が行われた。

●本邦において冷凍空調技術のC／P研修を実施した。

●これまで訓練用教科書23種（向上訓練21種、指導員再訓練２種）

を作成した。

●インストラクター７名が指導にあたっている。

●これまでに3,353名〔向上訓練3,332名（地方展開188名含む）〕、

指導員再訓練21名が訓練を受けた。

●インストラクター７名が指導にあたった。

●職業訓練実施計画に基づき、職業訓練が実施されている。

●企業ニーズによりカリキュラムの見直しが適宜行われている。

●機器の保守・管理は十分行われており、軽微な故障については修

理できる。

●技術移転はひととおり終了している。

●教材の整備は向上訓練では作成を終えているが、指導員再訓練で

は、まだ多くの科目が作成されていない。

●向上訓練は、当初の予定に基づきおおむね順調に技術移転が行わ

れ、訓練の展開ができるようになった。なお、近年の冷凍空調技

術の急激な進展により、現在の産業ニーズに合致した訓練コース

の開発及び実施が望まれる。

●指導員再訓練は、新たに構築した体系に基づく訓練は一部のみの

実施となっており、すべての訓練コースの開発及び実施が望まれ

る。
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第４章　評価結果

４－１ 評価５項目の評価結果

４－１－１　妥当性

　パラグアイの国家開発計画（1999 ～ 2003 年）では「経済活性化及び雇用の創出と訓練」が謳

われており、上位目標である「パラグアイ共和国の電子技術分野における技能労働者の需要が満

たされる」はパラグアイの開発政策の一環であるといえる。

　また 1995 年に発足した南米共同市場（メルコスール）の影響により、近隣諸国から高度な電

気・電子機器製品が流入し、一般家庭への普及・浸透が急速に進む一方で、パラグアイ国内の電

気・電子分野における中堅技術者が非常に不足しており、今後とも同分野技術者へのニーズが継

続すると考えられることから、この分野の専門技術者の人材育成の需要は大きい。よってプロ

ジェクト目標である「司法労働省職業訓練局（SNPP）が日パ職業能力促進センター（SPP-PJ）に

おいて、電子技術分野（電気、電子、制御、冷凍空調）を中心とする質的に改善された向上訓練

及び指導員再訓練を展開できるようになる」は受益者のニーズに合致したものであり、当プロ

ジェクトを実施した妥当性は高い。

　JICA国別事業実施計画においても、援助重点分野の１つである「メルコスールに対応するため

の競争力の強化と経済成長の促進」のなかで、開発課題として「中小企業育成のための技術者・

経営者の育成」が掲げられており、本プロジェクトにおける電子分野の中堅技術者の育成は、日

本の開発援助方針に沿ったものといえる。

４－１－２　有効性

　評価結果としては、SPP-PJにおいて質的に改善された向上訓練、及び指導員再訓練が実施され

るようになっており、プロジェクト目標はおおむね達成されている状況である。

　プロジェクトの実施は受益者に対して有効であったかどうかに関して、向上訓練受講生へのア

ンケート調査結果では、88％が「申し分ない」「大変良い」と評価しており、理論だけでなく実

習も重視しているコース内容に満足していること、また受講後職場に戻ってからは、これまで外

注していた修理を自前でできるようになったことや、昇給につながったという評価も得られてい

る。一方 2001 年度に実施した企業主へのアンケート調査では、93％がコースを継続してほしい

との結果が得られており、社員に新しい知識を意欲的に学ぶ姿勢が身についたことや、業務が改

善された等、大半がその実施内容に満足していることがうかがえる。指導員再訓練についても、

受講者へのアンケート調査の結果から、理論だけでなく実技も重視しており、新たな技法を身に

つけることにより視野が広がった等、受講者の多くは訓練内容に満足している。

　訓練システムの面でも年間訓練計画、シラバス、指導案、機材管理等が「訓練管理マニュアル」
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として集約されており、広報活動においても、SNPPの広報部門に係る人員が３名配置され、ホー

ムページが開設されるなど改善が図られている。また専門家へのヒアリング調査からも、カウン

ターパート（C／ P）の能力がプロジェクト当初に比べて専門技術、機械操作及び保守管理、指

導技法、授業の準備、教材開発、訓練評価、カリキュラム開発においてかなり改善されているこ

とがうかがえる。

　しかし、メルコスールの進展による産業の高度化のなかで、昨今産業界で活用が増大している

情報技術（IT）分野等高度な電子技術のニーズと、SPP-PJが提供する向上訓練との間に乖離が生

じており、より高度な電子技術に対応した訓練コースの開設が求められている。また指導員再訓

練については、プロジェクト前半のパラグアイ側投入の遅れ（SPP-PJ施設改修工事の遅れ、C／

Pへの給与遅配、地方支局運営の混乱等）により、同訓練が2000年７月の中間評価調査以降開始

された経緯から、2002 年５月時点において 19 コースのみ実施されている状況であり、段階的・

体系的な訓練体系まで構築されておらず、向上訓練と同様、産業界で増大している高度な電子技

術のニーズに対応したコースをはじめとして、開設の必要なコースが取り残されている状況であ

る。

４－１－３　効率性

　日本・パラグアイ双方によるプロジェクトへの投入は、効率的に活用され、プロジェクト活動

の成果に大きく貢献しているといえる。

　日本側の投入としては、プロジェクト期間中に日本人専門家が長期13名、短期19名派遣され、

専門家の人数、派遣期間、派遣時期、専門分野ともに適切であったといえる。また日本側からの

機材の供与は、総額３億 8,000 万円相当の投入がなされており、アイテム、数量、供与時期はい

ずれも適切であった。一方、C／ Pの本邦研修に関して、C／ Pは技術的なレベルが向上したの

みでなく、日本での職場規律・習慣に接し品質管理の一環である５S（整理・整頓・清掃・清潔・

躾）等も体験のなかから身につけており、適切であったと考えられる。

　パラグアイ側の投入として、まずプロジェクト当初において、パラグアイの予算システム上の

問題及び長年にわたる経済の低迷に伴う慢性的な財政難に直面し、実習棟の改修を含む施設整備

の遅れ、C／ Pの欠員、実習用消耗資材の不足等の問題が生じた。しかしながらプロジェクト後

半に入り、中間評価時では改善すべき課題であったC／Pの増員、第２棟１階及び第４棟実習室

の改修工事、消耗資材購入、実習棟新築、C／ P出張手当配賦、高圧トランス買い換えを含む電

源設備の整備等、パラグアイ側の自助努力が具体的な形となって表れ、漸次解決されている。そ

の結果向上訓練が円滑に実施され、指導員再訓練も本格的に開始することができた。

　C／ Pの数については、当初討議議事録（R／D）においては各分野４名の配置が予定されて

いたものの、2000年７月に実施した中間評価調査時点においては、多くの分野で充足されていな
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い状態であった。しかし、中間評価調査における日本側からの提言を踏まえ、改善がなされ、現

時点では準 C／ P を含めた技術移転の対象者が、専門分野ごとで R／ Dより多い７名が配置さ

れている。ただし今後SPP-PJの事業が拡大されていくにつれ、プロジェクトの円滑な運用定着を

考慮すれば、更に若干名の追加が望まれる。

　機材の利用状況については、プロジェクト実施以前の無償供与機材と併せて、技術移転並びに

コース実施のために全分野を通じておおむね有効に活用されている。

４－１－４　インパクト

　訓練コースの受講者数は、2002年５月末現在7,732名に達している。この数は、2000年６月末

時点の1,491名に比べ大幅な増加を示しており、アスンシオン首都圏の第二次産業労働者に占め

る向上訓練受講者数の割合は16.9％になり、引き続き正のインパクトが期待される。企業主を対

象としたアンケート結果によると、「素晴らしい」「とてもよい」「良い」と回答した割合は、品

質管理関連の改善82.4％、工程管理関連の改善 80％、原価管理関連の改善 73.3％、設備・保全管

理関連の改善 87％、安全管理関連の改善 87％、モラルアップの改善 95.7％となっており、企業

の満足度がかなり高いことがうかがえる。また、「今後、従業員への向上訓練の受講を勧めたい

と思いますか」の問いに 93.4％が「はい」と回答しており、高い効果が認められる。

　一方訓練受講者の技術向上により、同僚が触発されて訓練コースを受講するケースもみられ、

また受講者が同僚の指導員の役割を担っている企業もあるなど、プロジェクトの波及効果も認め

られている。他方、指導員再訓練事業についても、SNPP 所属指導員のみならず、民間企業訓練

インストラクター、文部省管轄の工業高校指導員のニーズを反映したプログラムが設定され、こ

れに基づき事業が展開されてきており、工業界に対する直接的・間接的な波及効果はあったと考

えられる。

　しかしながら、向上訓練、指導員再訓練ともに、プロジェクトが提供する訓練コースと、パラ

グアイ産業界が求める最新の電子技術のニーズとの間に乖離が生じており、今後ニーズに合致し

た訓練の提供が必要とされている。さらに、地方センターにおける向上訓練実施のニーズが高

まっているものの、SPP-PJで実施される向上訓練はアスンシオン首都圏の労働者に限定されてい

ることから、今後地方センターへの普及拡大が求められている。

４－１－５　自立発展性

（1）制度的側面

　　SNPP は現在機構改革を進行中で、既に事務部門を中心に職員数を 1,100 名から 420 名に

削減し、事務部門と技術部門の割合も７：３から３：７に変わっており、効率化が図られて

いる。また４－１－２の有効性でも述べたように、SNPPの組織内に広報部門に係る人員が
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３名配置され、広報活動が大幅に強化されている。このことから、政府並びにSNPPによる

プロジェクトへの制度的な支援は十分に認められる。ただし今後SPP-PJの事業が拡大し、

SPP-PJをはじめとするSNPPの自立発展をめざしていくためには、地方支局も含めたインス

トラクター等技術部門について、質量とも更に強化していく必要がある。

　　また、C／ Pの勤務時間は６時間／日であり、多くが午前中に兼職をもっている。このこ

とは技術移転・事業実施において、少なからず支障を来しており改善すべき課題である。加

えて機構改革により待遇改善が図られ、C／Pが仕事に専念できる水準の賃金の実現が望ま

れる。

（2）財政的側面

　　プロジェクト前半においては、パラグアイ側の投入が適切に実施されなかった。実習棟整

備工事の遅れ、C／ Pの欠員等インプットが必ずしもタイムリー、かつ適正に行われなかっ

た経緯があった。しかし、プロジェクト後半以降は、プロジェクトへの財政的支援が円滑に

行われるようになった。実習棟の整備と増築、C／ P・準 C／ Pの補充、実習用消耗品類の

供給、C／ Pの出張旅費、SPP-PJ の電源設備更新等、同国の慢性的財政難の状況にもかかわ

らずSNPP側の自助努力が顕著に表れている。これは、パラグアイ側の当プロジェクト事業

に対する理解と熱意が高かったことがうかがえる。また全給与所得者の給与の１％から徴収

される、労働税を原資とした特別予算が確保されていることから、財政的側面においても自

立発展が期待される。

（3）技術的側面

　　日本側が供与した機材は、良好な状態で維持管理されており、適切に使用されている。機

材の修理は制御分野等特殊なものを除けば可能である。部品調達については、一般的な消耗

部品は比較的容易に調達が可能であるが、それ以外の制御分野等特殊なものについては、輸

入による調達が必要となってくる。

　　C／ Pは機材を保守管理し、向上訓練を実施し、教材を開発するための基本的な能力を有

している。しかし指導員再訓練についてはその開始が遅れ、C／Pへの技術移転が十分に行

われていない。一方供与されたコンピューターが、昨今の産業界において、電子技術分野で

求められている仕様を満足しておらず、この点については、SPP-PJを他のSNPP傘下の拠点

として発展させるためにも、必要な機材の供給が求められる。

　　指導員再訓練については中間評価実施時、日本・パラグアイ双方で再調整を行い、指導員

再訓練ニーズの事前調査、コース設定等の準備を迅速に進めた結果、同事業は 2001 年２月

からスタートし、好評のうちに現在に至っている。コース終了後のアンケート調査結果で
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は、ほぼ全員が同コースで習得したことは、自分たちの所属訓練施設での指導の向上に大い

に役に立つと答えている。しかしながら、当該事業はプロジェクト後半での具体的な活動と

なり、双方の懸命の努力にもかかわらず約２年半の遅れを完全に取り戻すことは困難であ

り、開発の必要なコースが残っている。

４－１－６　阻害・貢献要因の総合的検証

（1）効果発現に貢献した要因

1）　計画内容に関すること

　　パラグアイ側のプロジェクト前半における投入不足・遅延は、中間評価調査以降のプロ

ジェクト後半において、パラグアイ側の自助努力によりほぼ解決された。また当初充足さ

れていなかったC／Pの配置についても、各専門分野において、準C／Pを含めた技術移

転の対象者として、当初 R ／ D に記載されていた４名を更に上回る７名が配置されてい

る。その結果向上訓練が円滑に実施され、また指導員再訓練を本格的に開始することが可

能となった。

2）　実施プロセスに関すること

　　チーフアドバイザーをはじめとする、その他日本人専門家のプロジェクトに対する熱意

が強かったことがあげられる。一例として専門家自らが業界団体や民間企業にコース概要

を説明したり、街頭でパンフレット配布を行い広報活動に熱心であったことは、訓練受講

生の確保に大きく貢献していると評価できる。一方C／Pについては、勤務時間及び給与

の点で待遇が不十分であったにもかかわらず、SPP-PJのC／Pとして勤務することによっ

て、新しい機材を間近にしながら日本人専門家から新しい知識・技術を習得できるという

意識から、その定着率はかなり高かった。また日本人専門家とC／P双方の努力によりコ

ミュニケーションが非常に良好であったことが、プロジェクト活動の円滑な実施に寄与し

たといえる。

（2）問題点及び問題を惹起した要因

1）計画内容に関すること

　　プロジェクト立ち上げ当初においては、パラグアイ側の緊縮財政により、SPP-PJの施設

改修工事及びC／Pの配置が遅れたため、一部の長期専門家については、協力体制がある

程度確立されるのを待って派遣された。また1998年９月に労働銀行が破綻し、SNPPの財

源である労働税が配賦されなかったため、C／P及び地方支局職員への給与支給が滞り、

またそれに伴い地方支局の活動が一時停滞した。こうした状況から、中間評価調査が実施

される以前のプロジェクト前半においては、当初向上訓練と同様1998年 10月を目途に開
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始する予定であった指導員再訓練について、その活動を大幅に縮小し、向上訓練コースの

開設を優先することを活動方針とせざるを得なかった経緯がある。

４－２　結　論

　プロジェクトの実施については、プロジェクトの目標がパラグアイの国家開発計画に合致した

ものであり、他方電気・電子分野における専門技術者の人材育成の需要は高く、妥当なもので

あったと評価することができる。

　またSPP-PJでは、プロジェクト当初に比べて訓練システムや指導員の質等が改善されるととも

に、改善された向上訓練及び指導員再訓練が展開されるようになっており、プロジェクト目標は

おおむね達成される状況である。プロジェクト前半においてはパラグアイ側の投入不足及び遅延

が生じたが、後半はプロジェクトへの財政的支援が円滑に行われ、実習棟の整備や増築、C／ P

の補充等が図られた結果、投入の遅れについてはパラグアイ側の自助努力により、ほぼ解決して

おり、向上訓練コースの受講者数は大幅に増加した。一方指導員再訓練については、前述のパラ

グアイ側の投入の遅れにより、プロジェクト後半より本格的に開始されるようになったため、終

了時点においても開設の必要なコースが残されており、今後パラグアイ側への更なる技術移転が

必要とされている。

　また、メルコスールの進展による産業界の高度化により、昨今産業界においては、IT分野等高

度な電子技術のニーズが高まっているが、SPP-PJが提供する向上訓練コースのカリキュラム内容

との間に乖離が生じており、ニーズに合致した向上訓練コース及び指導員再訓練コースの開設が

求められている。また電子技術分野の指導員の技術向上のため、他のセンターでの向上訓練の実

施が求められている。

　制度面においては、SNPPは機構改革を実施し、事務部門を中心に職員数を半分以下に削減し

効率化を図っており、政府及びSNPPからプロジェクトへの制度的な支援は十分に認められてい

る。しかし、今後SNPPの自立発展をめざしていくためには、技術部門を質量とも更に強化して

いく必要がある。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言

　プロジェクトの自立発展のため、日本側とパラグアイ側は、以下の事項が強化されることを双

方で合意した。

（1）指導員再訓練

　　指導員再訓練の開始は、プロジェクト初期におけるパラグアイ側の投入の遅延により、計画

より遅れており、産業界において増大している高度な電子技術に対応したコースを含め、残さ

れたコースの計画、開発、及び実施が必要である。

（2）向上訓練

　　パラグアイ産業において求められている昨今の電子技術に合致するよう、産業界のニーズを

反映した向上訓練の実施が求められている。また、2001年にはコロネル・オビエド市において

試行的に９コースの向上訓練が実施され、受講生から高い評価を得たが、今後は、アスンシオ

ン以外の地域における指導員のレベル向上を図るため、他の訓練センターにおける向上訓練

コースの実施が求められる。

　　ただし、SPP-PJの継続的な活動のためには、機材の維持管理及び消耗品購入に必要な予算が

確保される必要がある。

５－２　教　訓

　在職者を対象とした訓練コースの開設にあたっては、受講者が長期間職場を離れることは難し

いので、短期間で効果の得られる訓練形態（モジュールコース）を設定する必要がある。

　プロジェクトの活動計画については、上位目標の達成に向けて、討議議事録（R／D）の枠組

みのなかで電子技術分野のニーズに合致するよう適宜見直していくことが必要である。また産業

界のニーズについては、できる限り多くの企業をカウンターパート（C／P）とともに訪問し、最

新及び近い将来の訓練ニーズについて、インタビュー調査等を実施することにより把握すること

が有効である（本プロジェクトでは４分野合計 110 社にも及ぶインタビュー調査を実施した）。

　訓練体系図の作成は、技術移転及び訓練コースの改変、また自己啓発を図る訓練生や産業界の

人事部門の関係者にとっても有効である。
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補　　　　　足

１．パラグアイ側からの要請

　パラグアイ側は、当プロジェクト終了後の日本側の協力の延長を次のように調査団に要請した。

（1）協力４分野の指導員の資質向上及び増員。

（2）現産業界の必要性に対応したコンピューター技術の移転。

（3）国内の他の工業地域に向けて、センターの活動の普及拡大を図るための向上訓練の地方

展開。

（4）４分野の日本人専門家及びチーフアドバイザー、調整員による協力の継続。

　この点について、日本側調査団は次のように提案した。

（1）協力延長のパラグアイ側要請は、日本側関係機関及び JICA パラグアイ事務所に説明する

ため、ミニッツに添付する。

（2）調査団は、JICAの協力の申請手続きを含め、新規要請について JICAパラグアイ事務所に

相談するようパラグアイ側に提案した。

（3）調査団は、再訓練開始の遅れ、及びパラグアイの電子技術を向上させる必要性から、パラ

グアイ側の新規要請について理解しているものの、日本国内の経済状況により、現状の協力

を継続するのは難しいことをコメントした。

２．プロジェクト終了後の対応について

２－１　指導員再訓練が遅れた経緯

　プロジェクト立ち上げ当初においては、パラグアイ側の緊縮財政により、日パ職業能力促進セ

ンター（SPP-PJ）の施設改修工事及びカウンターパート（C／ P）の配置が遅れたため、一部の

長期専門家については、協力体制がある程度確立されるのを待って派遣された（電子・制御分野

は1998 年３月、電気分野は1998年６月）。一方1998年９月には労働銀行が破綻し、司法労働省

職業訓練局（SNPP）の財源である労働税が入金されず、C／P及び地方支局職員への給与支給が

滞り、またそれに伴い地方支局の活動が一時期停滞した。

　指導員再訓練については実施協議調査（1997 年７月）において、向上訓練と同様に 1998 年

10月を目途に開始する予定であった。しかし前述のパラグアイ側の投入の遅れ等も影響し、運営

指導調査（1999年３月）において当面の間、向上訓練コースの開設を最優先することを活動方針

とした。その結果、指導員再訓練については、訓練管理分野で「指導技術（PROTS）」や「プレ

ゼンテーション技法」等開設したものの、その活動は限定されたものとなり、電気、電子等専門

分野の指導員再訓練の構築については実施できなかった。
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　その間シラバス、指導案、訓練様式、年間訓練計画表等訓練実施におけるトレーニング・マネー

ジメント・サイクル（TMC）実践に向けた訓練様式の開発、導入を行った。またビデオ教材作成

に係る指導助言を行い、「SPP-PJ 紹介ビデオ」を作成した。一方各企業から広報活動強化の要請

を受け、「SPP-PJ 活動普及公開セミナー」の企画・実施・評価を行った。

　中間評価調査（2000年７月）の時点では、パラグアイ側の指導員再訓練の重要性に対する認識

が高まってきたこと、またプロジェクト側からもパラグアイ側の協力が得られれば一定の成果が

あげられるとの提案を受け、双方協議の結果、実施に向け活動を開始することとなった。その後

準備期間を経て 2001年２月を皮切りに、現在までに19コース（プロジェクト前半の指導技法を

含む）の指導員再訓練を実施している。

　しかし、経験年数等レベルの異なる指導員を対象とした段階的、体系的なコース展開までには

至っておらず、フォローアップの必要性が高い。

２－２　プロジェクト延長の必要性

　2002 年６月に、アスンシオン首都圏 113 社の民間企業を対象に産業界のニーズ調査を実施し

た。その結果経営情報管理、人事情報管理等で利用されているパソコンの運用で、問題が生じた

ときに技術的解決策の出せる人材等が企業で求められており、こうした人材養成の一環として、

ネットワーク構築技術やプログラミング技法に関する向上訓練の開設が求められている。

　向上訓練については、当初計画されたコースの開設はほぼ達成されているものの、前述のよう

に、産業界において高度な電子技術のニーズが増大しており、当初計画された向上訓練体系は最

近の産業界のニーズを組み入れたものとなっていない。今後新たに開設の必要なコースは20コー

スあり、そのうち日本人専門家による技術移転が必要なコースは 13 コースとなっている。

　指導員再訓練については、専門分野（電気、電子、制御、冷凍空調）を中心に、訓練体系を経

験年数によって段階的・体系的に構築し、前述の高度な電子技術に対応したコースを新たに開設

する必要がある。今後開設する必要のあるコースは 31 コースあり、そのうち日本人専門家によ

る技術移転が必要なコースは 16 コースとなっている。

　一方 2001 年にはプロジェクトの上位目標に向けて、中部支局のあるコロネル・オビエド市に

おいて試行的に向上訓練を９コース実施した。これは、アスンシオン首都圏以外の在職者を対象

とした初めての試みであり、終了後の受講生に対するアンケート調査結果では、多数の受講者が

同様なコースの継続を望んでおり、大変高い評価を得ている。今後、SPP-PJのあるアスンシオン

以外の地域における在職者のレベル向上を図るため、中部支局をはじめとして電子技術分野の

ニーズの高い東部、及び南部支局において向上訓練コースの実施が求められている。

　向上訓練の地方展開については、地方における在職者のレベル向上を図るだけでなく、SPP-PJ

における指導員再訓練コースの受講者が、地方センターへ戻ってからの実務実習の場の提供にも
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なることから、指導員の経験が重ねられ、質の向上が期待される。これによりSPP-PJがSNPP傘

下における訓練施設の拠点センターの役割を果たせることが可能となり、プロジェクトの成果が

普及することにより、上位目標である「パラグアイの電子技術分野の技能労働者の需要が満たさ

れる」を指向した自立発展に大きく貢献することが期待される。

　パラグアイ国別事業実施計画においては、援助重点分野の１つとして「メルコスールに対応す

るための競争力の強化と経済成長の促進」が提示されているが、当プロジェクトを協力スキーム

の１つとした中小企業育成プログラムは、「中小企業育成のための技術者・経営者の養成」が開

発課題となっており、これは上記援助重点分野の協力の重点になっている。

２－３　プロジェクト延長におけるパラグアイ側の協力体制

　プロジェクトの延長に係るパラグアイ側の協力体制については、プロジェクト前半に比べ格段

に改善されつつある。SNPP は現在機構改革を進めており、既に職員数、特に事務部門の職員数

を削減した結果、総職員数は 1,100 名から 420 名になり、事務部門と技術部門の比率はこれまで

の７：３から３：７に変わっている。一方 SNPPは、今後指導員の格づけによる給与設定を予定

しており、C ／ P の処遇改善も期待される。

　SNPPの自主財源については、国家職業訓練システム改訂法案の承認により、雇用主拠出金（労

働税）１％の５割が財源になり、今後企業向けの特定コースについて受益者負担とすることも検

討している。またSNPPの広報活動に対する支援についても、広報部門に３名の人員が配置され、

更にホームページも開設されており、SNPP の知名度向上だけでなく、今後新たに指導員再訓練

や向上訓練を実施する際、受講者に周知する手段として大きく活用されることが期待される。

　地方支局において、向上訓練コースを開設する際には、向上訓練の実施に対応できる機材が導

入されることが必要である。現在パラグアイ側が、スペイン政府の支援（総額 11 億円相当）を

受けて、地方センターへ機材を供与する計画があり、多くは基礎訓練コースレベルに対応した機

材がリストアップされているものの、一部電気分野の向上訓練に対応できる機材も含まれてお

り、他ドナーとの効果的な連携が期待できる。

　このようにプロジェクトをとりまく協力体制は改善されつつあり、産業界のニーズに合致した

訓練を提供し、向上訓練の地方展開を図ることにより、パラグアイ産業界への貢献が大いに期待

され、プロジェクトを延長する必要性は高いと考えられる。

２－４　プロジェクト延長における日本側の投入

（1）専門家（総額 8,000 万円，短期専門家を除く）

　　プロジェクト延長において、各分野において新たに開設が必要な訓練コースは次ページの

とおりである。
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　　上記コース開発業務をかんがみ検討した結果、プロジェクト延長における長期専門家の投

入量は下記のようになる。

チーフアドバイザー ：0.5 年

電気分野 ：1.5 年

電子分野 ：1.5 年

制御分野 ：0.5 年

冷凍空調 ：1.0 年

　　チーフアドバイザーについては、国レベルで指導員再訓練体系のビジョンを構築する必要

があり、相手国関係機関とのパイプ役として、プロジェクト延長の導入部分での役割が大き

いことから、プロジェクト終了から半年間延長することとした。他の分野の専門家について

は、開設コース数にかんがみ、延長期間を検討した。調整員業務は電子分野の専門家が兼務

することとしている。

（2）機材供与（検討中のため投入額は未定）

　　プロジェクト当初に供与されたコンピューターが、昨今の高度な電子技術に対応できる仕

様を満足していないため、対応可能なコンピューターの供与が必要とされているところ、詳

細調査のうえ、技術移転活動に必要な機材の供与を検討する。

電　気 電　子 制　御 冷凍空調 合　計

向上訓練 ５ ６ ６ ３ 20

指導員再訓練 ４ 10 10 ７ 31

合　計 ９ 16 16 10 51

　　上記のうち、日本人専門家の技術移転が必要とされる訓練コースは下記のとおりである。

電　気 電　子 制　御 冷凍空調 合　計

向上訓練 ４ ４ ２ ３ 13

指導員再訓練 ３ ７ ２ ４ 16

合　計 ７ 11 ４ ７ 29
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１．調査日程

月　日

７月 ９日

７月10日

７月11日

７月12日

７月13日

７月14日

７月15日

７月16日

７月17日

７月18日

７月19日

７月20日

７月21日

曜日

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

調査工程

東京発11：00（NH010）→ニューヨーク着10：30

ニューヨーク発20：05（RG8865）

→サンパウロ着６：35

サンパウロ発10：10（RG8902）→アスンシオン着11：10

JICAパラグアイ事務所打合せ

日本大使館表敬、司法労働省、SNPP、SPP-PJ表敬

第１回合同評価委員会

日本人専門家、C／Pからのヒアリング

資料整理、団内打合せ

資料整理

専門家からのヒアリング

ミニッツ案作成

合同委員会及び第２回合同評価委員会

団内打合せ

ミニッツ署名

大使館・JICA事務所報告

アスンシオン発16：55（RG8903）→サンパウロ着19：50

サンパウロ発23：00（RG8864）→

ニューヨーク着７：30

ニューヨーク発12：15（NH009）

東京着14：50

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

注）７月15、16日については、当初地方支局センター及び企業視察を予定していたが、国内事情

により予定を変更した。
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２．主要面談者

（1）パラグアイ側

・企画庁

国際協力部長 Mario Ruiz Diaz

・司法労働省

司法労働大臣 Diego Abente Brun

・司法労働省職業訓練局（SNPP）

職業訓練局（SNPP）総局長 Nicolas Donato Dagogliano

SNPP 審議会議長 Walter Raul Lezcano

SNPP 財政部長 Elias Fernandez

SNPP 企画部長 Oscar Loncharich

SNPP 訓練部長 Angel Corvalan

SNPP 総書記官 Julia Avalos

・日パ職業能力促進センター（SPP-PJ）

職業能力促進センター所長 Arnaldo Maciel

（2）日本側

・日パ職業能力促進センタープロジェクト

チーフアドバイザー 高中　克明

業務調整員 廣住　清

電気分野専門家 加藤　隆久

電子分野専門家 中野　亜求了

制御分野専門家 百軒　功

冷凍空調分野専門家 仲村　弘

・日本大使館

大　使 伊藤　庄亮

二等書記官 竹村　剛志

・パラグアイ事務所

事務所長 山口　公章

次　長 野口　京香
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